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民事法系（民法、民事訴訟法、商法） 
 

 

 

 

＜解答上の注意＞ 

１．この問題冊子は、この表紙を含め５枚である。 

２．問題は、問題１～問題３まである（さらに小問がある）。配点は、問題１が

80点、問題２が 35点、問題３が 35点である。 

３．表裏に解答欄がある解答用紙は、３枚が配布されている。 

４．解答用紙の受験番号欄に受験番号を算用数字で記入し、また試験科目欄に

「民事法系」と記入すること。なお、整理番号等その他の記入欄には記入し

ないこと。 

５．試験終了後、問題冊子及び下書き用紙は持ち帰ること。 

６．解答の際は、黒又は青のボールぺンを使用すること。 

７．六法は貸与品なので，折り曲げや書込みをしないこと。なお，書込み・汚損

等がある場合は申し出ること。 

８．試験終了後、指示があるまで席を立たないこと。 

９．その他は、すべて監督者の指示に従うこと。 
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【問題１】 次の［問１］および［問２］に解答しなさい。解答の冒頭に「問題

１」と記入すること。 
 
（注意事項） 
【問題１】の全てについて、「民法の一部を改正する法律」（平成 29 年法律第 44 号）

および「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平

成 29 年法律第 45 号）による改正後の法律（改正法）の規律が妥当するものとして解

答しなさい。 
 
［問１］（60 点） 

以下の事実（１）から（５）を前提として、下記の［問い］に解答しなさい。 
 
［事実］ 
（１）2020 年 4 月 1 日、A は、備前焼の壺（甲）を所有しており、甲を自宅に

展示していた。 
（２）A の自宅は、同月 5 日からリフォーム工事を予定していることから、甲の

破損や盗難をおそれた A は、友人 B にリフォーム工事の期間（4 月 5 日

から 4 月 30 日まで）、甲を B 宅で預かっておいてくれるよう依頼し、B
はこれを承諾した。 

（３）同月 5 日、A から B に甲が引き渡され、甲は、B 宅に展示された。 
（４）同月 20 日、B 宅を訪れた C は、甲を気に入り、300 万円で売却してくれ

るよう B に頼んだところ、B はこれを承諾したことから、甲について売

買契約（以下、「本件売買契約」とする）が成立した。C は B に代金のう

ち 30 万円を即座に支払った。残額は、翌月 10 日に C が B 宅に持参して

支払うこと、それまでは、甲は B が C のために保管しておくことが BC
間で合意された。 

（５）同年 5 月 1 日、甲は、B から A に返還された（現在、甲は A 宅に展示さ

れている）。 
 
［問い］ 
 同年 5 月 10 日に甲を受け取りに B 宅を訪れた C は、実は、B は A の所有

する甲を預かっていただけであり、これを売却等する権限をなんら有していな

かったこと、及び、事実（５）を知らされた。C は、A に対して、所有権に基

づいて甲の引渡しを求めることができるか。（ア）本件売買契約に際して、B
が、「A 代理人 B」と名乗った場合、および、（イ）B が、甲を自己の所有物と

して本件売買契約を締結した場合のそれぞれについて、論じなさい。 
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［問２］（20 点） 
 いわゆる「債権者代位権の転用事例」とはどのようなものであるのかを示した

上で、それがどのように規律されるのかについて、転用事例ではない一般的な債

権者代位権の規律との異同を明らかにしつつ、簡潔に説明しなさい。 
 

 
 
 

《問題１ 以上》 

 

 

《次頁に続く》 
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【問題２】 【事実】を読んで、［問１］および［問２］に解答しなさい。なお、

各問は独立した問題として検討しなさい。 
解答は、【問題１】を解答した用紙とは別の解答用紙に書き、冒頭に「問題２」

と記入すること。 
 
 
【事実】 
 Ｘが、Ｙを被告として、貸金債権 1000 万円（以下、「ＸＹ債権」という）の

支払いを求める訴え（以下、「本訴」という）を管轄裁判所に提起した。 
 
［問１］（15 点） 
 審理の結果、本訴の裁判所は、ＸＹ債権についての支払期限は最終口頭弁論終

結時には未だ到来していないとの心証に達した。本訴の裁判所は、どのような判

決をすべきか。論拠を示して説明しなさい。 
 
 
［問２］（20 点） 
 本訴が係属する前に、Ｙが、Ｘを被告として、ＸＹ債権の不存在の確認を求め

る訴え（以下、「別訴」という）を本訴とは別の管轄裁判所に提起していたとす

る。別訴との関係で、本訴は、どのように処理されるべきか。論拠を示して説明

しなさい。 
 
 
 

《問題２ 以上》 

 
《次頁に続く》 
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【問題３】 次の［問１］および［問２］に解答しなさい。 
解答は、【問題１】【問題２】を解答した用紙とは別の解答用紙に書き、冒頭に

「問題３」と記入すること。 
 
［問１］（10 点） 
 下記の（１）及び（２）に簡潔に解答しなさい。 
 
（１）会社法 201 条 3 項以下の募集事項の公示を欠いてなされた、募集株式の

発行は、無効の訴えの無効原因となるか。 
 
 
（２）会社法 314 条の「必要な説明」がされたかどうかは、どのように判定し

たらよいか。 
 
 
［問２］（25 点） 

Ｐ株式会社・Ｑ株式会社はいずれも監査役を置く取締役会設置会社である。 
Ｐ社はマンションの建設・賃貸等を業とし、Ｑ社は不動産の売買等を業とする

会社である。本問の契約締結当事、Ｐ社には、代表取締役Ａのほか、Ｂ・Ｃの取

締役が就任していた。令和元年 11 月 24 日、Ｐ社はその所有する本件土地をＱ

社に対して取締役会の決議を経ることなく、1000 万円で売却した（以下、「本件

売買契約」という)。本件売買契約当事、Ｑ社には代表取締役Ｄのほか、取締役

Ｅ・Ｆが就任しており、現在なお変わりはない。Ｃは、Ｑ社の発行済株式総数の

すべてを本件売買契約当時より現在まで一貫して保有している。Ｄ・Ｅ・Ｆは、

Ｃの傀儡にすぎず、Ｑ社の事実上の主催者として、Ｃが取締役を選任し、指揮命

令して事業を展開している。 
令和 2 年 1 月、Ｐ社は事業展開上の必要から、本件土地をＱ社からなんとし

ても取り戻したいと考えるようになった。Ｐ社がＱ社に明渡請求をする場合、い

かなる法的構成でこれをすればよいか。その結果、Ｐ社の請求は認められるか。

なお、本件売買契約は、Ｐ社にとって「重要な財産の処分」には該当しないもの

とする。 
 

 
《問題３ 以上》 

 
《民事法系問題 以上》 
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【出題意図】 
民法 
［問１］ 

動産の売買が無権代理によって行われた場合と、無権利者によって行われた場合とに

ついて、本人（所有者）と買主との法律関係を問うものである。 
［問２］債権者代位権の転用事例についての理解を問うものである。 
 
民事訴訟法 
［問１］ 
 申立事項と判決事項の関係（民訴 246 条）と将来給付の訴えの利益（民訴 135 条）に

ついての理解を問う問題である。 
［問２］ 
 二重起訴禁止の規律（民訴 142 条）と権利保護方式の違いについての理解を問う問題

である。 
 
商法 
［問１］ 

会社法の諸規定（その趣旨も含む）や判例の正確な理解を問う問題である。 
［問２］ 

取締役の利益相反取引該当性及び会社の承認を欠く取引の効力に関する問題である。

356 条 1 項 2 号・3 号の要件等につき、正確な学説判例の状況を把握しているかを見る。

最判昭和 43・12・25 民集 22 巻 13 号 3511 頁を踏まえた論述が期待される。 
 

 


